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本⽇の報告内容
I. 「⼤学職員」と「仕事経験」
II. ⼤学組織の特性（⼤学職員の仕事経験の⽂脈）

1. 組織編制と組織形態
2. 組織⽂化

III. 実証的調査の概要
IV. 実証的調査の結果

1. 雇⽤の状況
2. 職位・年数と業務
3. 部課の業務
4. 仕事への取り組み⽅
5. ⼤学規模

V. ⼤学職員育成の課題
1. ⼤学組織の特性（⼤学職員の仕事経験の⽂脈）との関係
2. 育成の課題
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Ⅰ．「⼤学職員」と「仕事経験」
• 法律および⾏政上の「職員」の定義は明確ではなく、⼤学職員

は「教員外の職員」と消極的に定義することが現実的である。
• 「教員外の職員」の雇⽤形態と仕事は多様である。
• 本報告では、雇⽤期間の定めのない職員（メンバーシップ型の

専任職員）を「⼤学職員」とする。
• 「⼤学職員」の仕事経験を明らかにし、類型的、体系的なもの

として整理することを試みる。「仕事経験」の内容は次のとお
りとする。
仕事経験：業務と仕事への取り組み⽅

• 業務：業務の内容と状況
• 仕事への取り組み⽅：経験学習とマネジメント／リーダーシップの状況
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※オペレーションの主役
のスキルの標準化によ
るため

・ミドルラインが短い
・サポートスタッフが

多い
・テクノストラクチャー

が少ない
※⼤学、病院、会計事務

所などが該当

※作業プロセスを標準化
するため

・ミドルラインが⻑い
（階層組織）

・サポートスタッフが
多い

・テクノストラクチャー
が多い

Ⅱ．⼤学組織の特性
１．組織編制と組織形態

プロフェッショナル組織と⼤学職員
• プロフェッショナル組織において、⼤学職

員はサポート・スタッフに位置づけられる。
• プロフェッショナル（教員）にとっての⺠

主的な編制と、サポート・スタッフの機械
的な編制が併存している組織である。
（以上Mintzberg(1989)）

⼤学の組織
• 専⾨分野で構成される学科・専攻が運営の

基本ユニットで、⼤学外の専⾨分野との繋
がりが強い。

• ⼤学の管理者は、国（上部構造）と学科・
専攻（下部構造）との関係では中間構造と
なる。
（以上Clark(1986)）

• ⼤学規模は、教育、研究、運営のあり⽅に
関係する。（中島ほか（2004)、両⾓
（2011））
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Ⅱ．⼤学組織の特性
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• ⽂化は、組織の戦略から⽇常業務までほとんど全ての⾯で影響を与え、職業、グループなど階層化されている。（Schein(1986)）
• ⻑期的な継続性が特徴の⼤学は、安定性・統制志向で内部・統合化志向が組織の有効性となる階層⽂化に該当する。（Cameron & Quinn(2011)）
• 階層⽂化の中で、⼤学はさらに同僚性、官僚性、法⼈性、企業性に⽂化を特徴づけることができる。（McNay(1995)）
• ⽇本は階層主義が強いが、意思決定は合意のうえでグループとしてなされ、信頼の基礎は⼈間関係で、仕事の関係は時間をかけて作られる。（Mayer(2014)）
• ⽇本は「重い組織」（内向きの合意形成のための過剰な労⼒⽀出により、通常の組織運営や戦略の⽣成・実現に際してミドル・マネジメント層が苦労する組織）になる要素が

強い。（沼上ほか(2007)）
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Ⅱ．⼤学組織の特性
２．組織⽂化

1. 調査内容
• ⼤学職員の業務は、職位・年数によりどのような違いがあるのか？
• 部課の業務はどのような違いがあるのか？
• ⼤学職員の仕事への取り組み⽅は、職位・年数によりどのような違いがあるのか？
• ⼤学規模により、⼤学職員の業務と仕事への取り組み⽅に違いがあるのか？

2. 調査⽅法
• 量的・質的調査の両⽅を⾏い、量的調査は、業務（12項⽬）と仕事への取り組み⽅（21項⽬）に関するアンケート、質的調査は、

アンケート項⽬にそった半構造化インタビューを⾏う。
• 調査対象⼤学の組織、運営⽅法、⼈事制度などについて確認するために、事務局⻑（または⼈事部⻑）にインタビューする。
• 調査対象⼤学は、組織特性の共通性を考慮して、医学部を有しない私⽴⼤学とし、⼤学規模別に4⽔準（収容定員4,000⼈未満、

8,000⼈未満、12,000⼈未満、12,000⼈以上）に区分し、各⽔準2⼤学、合計8⼤学とした。
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Ⅲ．実証的調査の概要
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Ⅳ．実証的調査の結果
1. 雇⽤の状況
• メンバーシップ型の雇⽤である⼤学職員は、職位が上がると年数、経験

分野数は増加した。

• ⼤学組織の特性に規定され、根拠と⽂書にもとづいてルールを遵守し、調整が多いなどの「業務全般」がある。
• 通常業務である定型業務と組織運営業務が全体の3/4を占めている。
• 定型業務は⾃⼰完結性が強いが、組織運営業務は業務の繋がりが強い。
• 業務については、定型業務は基礎・基盤となる業務で、その経験が組織運営業務を⾏うための信頼となり、時限的業務は定型業務と組織運営業務の経験が必要である。
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Ⅳ．実証的調査の結果
２．職位・年数と業務
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• 年数の経過により
業務に熟達し、そ
の内容は、定型業
務は業務の内容、
組織運営業務は⼈
のマネジメントで
ある。

• 職位により、業務
⽐率に違いがある
だけでなく、業務
の内容についても
違いがある。また、
業務の繋がりも職
位の間で違いがあ
る。

Ⅳ．実証的調査の結果
２．職位・年数と業務

• 主要業務は、①定型業務で、内訳は実務が多い、②定型業務で、内訳は対⼈業務が多い、③組
織運営業務、④時限的業務、の4つに区分できる。また、対⼈業務の対象と業務の繋がりも部
課により異なる。

• 同⼀の分野でも、1部課の業務分掌範囲は、⼤学規模が⼤きいほど細分化されている。
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Ⅳ．実証的調査の結果
３．部課の業務
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• 経験学習は業務の変化が契機
となり、マネジメント/リー
ダーシップは権限を伴う業務
の変化が契機となる。

• 職位が上がると、経験学習⼒
とマネジメント/リーダーシッ
プは⾼くなる。

• 定型業務は経験学習にマイナ
スに影響するが、業務の繋が
りはプラスに影響する。

Ⅳ．実証的調査の結果

• ⼤学規模による業務と仕事への
取り組み⽅に違いはない。

• ⼤学規模は職員数の違いとなり、
それが業務の習得と、⼤学規模
が⼤きいほど部課の業務分掌が
細分化されているので、部課の
違いを感じる組織⽂化として意
識されている。

４．仕事への取り組み⽅

５．⼤学規模

 まとめ
 業務

• ⼤学組織の特性のもとで、通常業務である定型業務と組織運営業務が3/4を占めており、⼤学規模に
よる違いはない。メンバーシップ型の雇⽤により、職位が上がると年数、経験部課が増え、業務が変
化している。

• 監督職と課⻑職は、部下の業務量の調整弁として、年数の経過により定型業務が増えるが、部次⻑職
は⼤きく異なり、直接の部下を持つかによりマネジメント/リーダーシップは異なる。

• 部課の業務は4つに類型化でき、業務の繋がりに関係する。⼤学規模により部課の業務分掌範囲は異
なり、仕事への取り組み⽅に影響する。

• 定型業務は、本来、改善の要素が含まれているが、サポート・スタッフという位置づけの中で、安定
性と継続性の維持が強く働くと考えられる。

• 業務の繋がり（依存性）は、仕事への取り組み⽅にプラスに影響する。

 仕事への取り組み⽅
• 経験学習とマネジメント/リーダーシップは、業務の変化が契機となって⾏われるが、職位が上がる

と⾼くなり、マネジメント/リーダーシップは職位の影響が⼤きい。
• 抽象的概念化は、本来、難しいが、⼤学職員の場合は業務分野が幅広く、対⼈業務が多いので、⽐較

の対象が多くなり、抽象的概念化が⾼い。
• 経験学習とマネジメント/リーダーシップは関係している。
• ⼤学職員にとって、組織社会化（組織再社会化）は業務に直接関係するので重要である。
• 経験学習には部課の業務分掌が影響する。また、⼤学規模により部課の業務分掌範囲に違いがあるが、

同⼀業務における内容の深化や、⽐較の対象となる業務分野の数などに影響し、経験学習に影響する。
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Ⅳ．実証的調査の結果
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1. ⼤学組織の特性（⼤学職員の仕事経験の⽂脈）との関係
• 組織の特性は、①組織編制、②組織⽂化、③組織規模の組み合わせにより規定される。
• 組織編制では、⼤学はプロフェッショナル組織に該当し、⼤学職員はサポート・スタッ

フと位置付けられ、⼤学職員の組織は機械的組織であるので、業務は定型化されたもの
になる。

• 組織⽂化では、教育・研究は結果がでるまでに時間がかかるので、⻑期・継続性が求め
られ、管理・効率性・プロセスが成果を⾼める階層⽂化に該当し、通常業務が多い。

• 組織規模は、分業の⽅法（組織編制）と組織⽂化の両⽅に影響する。
• 病院や会計事務所など他のプロフェッショナル組織との⽐較では、⼤学は運営形態が組

織のみで、組織⽂化が共通しており、組織規模の影響は少ない。
• 専⾨職拡⼤の背景は、①専⾨的タスクは専⾨組織によって⾏われ⼤規模化する、②タス

クが1つの専⾨性の範囲に収まらない、③IT化により専⾨職同⼠の連携が容易になってい
ることである。キャリア⽀援担当者、IR担当者、URA、産学連携コーディネーターなど
の専⾨職が拡⼤しており、教員と職員の業務領域は曖昧になっている。

2. 育成の課題
• 異動と昇進・昇格を伴う⼤学職員に対しては、職位および部課と、業務の関係を意識し

た⼈事政策が採られることが期待される。
• 定型業務は⾃⼰完結性があるので、⼤学内外で業務の繋がりをつくることは重要である。
• 管理職は影響が⼤きいことを⾃覚するとともに、職位が上がることにより、マネジメン

トの⽅法は変化させる必要がある。
• ⼀定の業務経験を積んだうえでの時限的業務の担当は、⼈材育成にとって有意義である。
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Ⅴ．⼤学職員育成の課題
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